
事務事業 事後評価シート（令和2年度実施事業）

事務事業名 農業委員視察研修事業
事業通番 4177

総合計画体系
政策№

施策№

4

4-1

政策名

施策名

元気と賑わいのある産業づくり

農業の振興

237 205

区分

（１）事業費等の推移

平成17年度

農業費

-

事業費(千円)

16

-

16

31年度

13
地方債

県支出金

-

-

農業委員会

【成果指標】

継続

30年度

意図
(対象がどのような状
態になることを目指す

か)

B

□

-

-

農業委員による先進地等の研修視察

新型コロナの影響により、研修を中止したため、実績はない。

A

【事業実施の方向性】

【今後の改善方針】

16

休廃止(再設定)

14

0

農業委員会における、活動の見直し事業の提案。

終了年度

農業委員の知識及び能力の向上が図られる。

B

一般会計

28年度(決算)

予算を効率よく執行するうえでも農業委員会運営事務と統合して実施していく。

農業委員

16

-

３．最終評価

廃止・休止又は統合等を検討

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

廃止・休止又は統合

上段：目標値　下段：実績値

-

予算科目

開始年度

事務事業の概要

改善して継続

単位

（２）指標の推移

-

A

29年度(決算)

-

活動実績

（３）活動実績及び成果

-

11

担当課名

■

253

対象（誰、何を）

-

目

人

2年度

30年度(決算)

農業委員会運営事務と統合して、予算執行の効率化を図る

--

28年度

款

農業委員会費

□

２．事業の実績

2年度(決算)

合同会議で、研修内容についての理解をしてもらうように努めた。

（理由）

農林水産業費

重点プロジェクト

会津美里町農業委員会規則

16

項

研修参加委員数

会計

□

その他

成果
指標

-

29年度

0

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

253

31年度(決算)

253 253 237 205 0

総務係担当係名



事務事業 事後評価シート（令和2年度実施事業）

事務事業名 耕作放棄地解消事務
事業通番 4181

総合計画体系
政策№

施策№

4

4-1

政策名

施策名

元気と賑わいのある産業づくり

農業の振興

898 1,066

区分

（１）事業費等の推移

平成22年度

農業費

ｈａ

事業費(千円)

90

-

55

31年度

62
地方債

県支出金

2

0.8

農業委員会

【成果指標】

継続

30年度

意図
(対象がどのような状
態になることを目指す

か)

B

□

1.9

2

農地全体の利用状況調査に併せて耕作放棄地調査を実施し、所有者等への意向調査や町の補助事業の実施を通して農業振興地
域内農用地の耕作放棄地解消を図る。

・8月から9月にかけて全体調査を実施し、耕作放棄地の筆数、地目、地積を把握した。
・再生可能な農地を対象に、農地の利用意向調査を１月に実施した。
・農業振興地域内農用地で、再生利用可能な農地の担い手への仲介を実施した。

A

【事業実施の方向性】

【今後の改善方針】

90

現状維持

58

924

耕作放棄地が解消され、農地が有効利用される。

終了年度

農業振興地域内農用地の耕作放棄地が解消される。

B

一般会計

28年度(決算)

耕作放棄地は、従来山間や農地周辺部が多かったが、近年農振農用地内でも見られるようになっている。耕作放棄地になる前に放棄地になりそうな農地
の耕作者の手当てについても考慮していくよう改善を要す。

農業振興地域内農用地の耕作放棄地

90

2

３．最終評価

廃止・休止又は統合等を検討

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

廃止・休止又は統合

上段：目標値　下段：実績値

2

予算科目

開始年度

事務事業の概要

改善して継続

単位

（２）指標の推移

-

A

29年度(決算)

2.1

活動実績

（３）活動実績及び成果

農業振興地域内農用地の解消された耕作放棄地面積

69

担当課名

□

902

対象（誰、何を）

1.3

目

ｈａ

2年度

30年度(決算)

耕作放棄地対策は、農業委員会の所掌事務としての「農地の利用の最適化」を進めて農地を適正に耕作管理してもら
う上で欠かせない事業となっている。今後も継続して対策をする必要がある。

--

28年度

款

農業委員会費

■

２．事業の実績

2年度(決算)

認定農業者である４取組主体により、数年前より耕作放棄地であった農地を再生することができた。

（理由）

農林水産業費

重点プロジェクト

農地法、農業経営基盤強化促進法等

90

項

農業振興地域内農用地の耕作放棄地面積

会計

□

その他

成果
指標

1.1

29年度

68

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

852

31年度(決算)

848

4 62

840

412

486 552

514 430

494

総務係担当係名



事務事業 事後評価シート（令和2年度実施事業）

事務事業名 有害鳥獣防除事業
事業通番 5018

総合計画体系
政策№

施策№

4

4-1

政策名

施策名

元気と賑わいのある産業づくり

農業の振興

6,631

区分

（１）事業費等の推移

平成31年度

農業費

件

事業費(千円)

800,000

-

-

31年度

-
地方債

県支出金

-

48

産業振興課

【成果指標】

継続

30年度

意図
(対象がどのような状
態になることを目指す

か)

B

□

-

-

有害鳥獣による被害を抑えるため、有害鳥獣の捕獲や被害対策を行う。
【おもな取組】
鳥獣被害対策実施隊による有害鳥獣の捕獲
電気柵等を助成する有害鳥獣防除事業の実施

鳥獣被害対策実施隊による有害捕獲数：ツキノワグマ　３１頭　イノシシ　５５頭
有害鳥獣防除事業：電気柵設置に対する補助　７０件　4,798,355円　狩猟免許新規取得に対する補助　10件　179,821円

A

【事業実施の方向性】

【今後の改善方針】

900,000

拡充

-

9,373

有害鳥獣による農作物被害額の減少
鳥獣被害対策実施隊の出動

終了年度

抑える

B

一般会計

28年度(決算)

鳥獣捕獲や電気柵の補助事業を推進することで農産物被害の防止を図る。

有害鳥獣による農作物被害

-

20

３．最終評価

廃止・休止又は統合等を検討

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

廃止・休止又は統合

上段：目標値　下段：実績値

48

予算科目

開始年度

事務事業の概要

改善して継続

単位

（２）指標の推移

-

A

29年度(決算)

-

活動実績

（３）活動実績及び成果

鳥獣被害対策実施隊わな設置件数

808,000

担当課名

□

対象（誰、何を）

-

目

円

2年度

30年度(決算)

鳥獣の捕獲や電気柵の補助事業を推進することで農産物被害の防止を図る。

令和2年度

28年度

款

農業振興費

■

２．事業の実績

2年度(決算)

農作物被害額が減少した。
鳥獣被害対策実施隊によるわな設置件数の増加により、捕獲数が増加した。

（理由）

農林水産業費

重点プロジェクト

会津美里町鳥獣被害対策実施隊設置条例
会津美里町補助金等の交付等に関する規則、会津美里町有害鳥獣防除事業補助金交付要綱
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律

-

項

有害鳥獣による農作物被害額

会計

□

その他

成果
指標

56

29年度

813,000

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

31年度(決算)

6,631 9,373

農政係担当係名



事務事業 事後評価シート（令和2年度実施事業）

事務事業名 多面的機能支払交付金事業
事業通番 5228

総合計画体系
政策№

施策№

4

4-1

政策名

施策名

元気と賑わいのある産業づくり

農業の振興

111,815 112,485

区分

（１）事業費等の推移

平成29年度

農業費

円

事業費(千円)

55

-

-

31年度

54
地方債

県支出金

109,927

108,170

産業振興課

【成果指標】

継続

30年度

意図
(対象がどのような状
態になることを目指す

か)

B

■

109,980

109,980

地域において、農用地や施設、環境の良好な保全と質的向上を図ることを通じて地域の振興に資するため、地域ぐるみで効果
の高い協同活動を実施する組織を支援する

令和２年度においては、1組織追加となった。
活動組織（５５組織）に交付金の交付を行った。

A

【事業実施の方向性】

【今後の改善方針】

54

拡充

54

115,995

組織数が増えることで共同活動で保全管理する農用地、農業用施設の範囲が拡大し、遊休農用地等が少なくなり活用しやすい
土地が増え、就農等につながる。

終了年度

各組織において、共同活動により農地、農業資源を適切に保全管理する。

B

一般会計

28年度(決算)

取組組織の増加と広域組織の設立に向け取り組む。

活動組織
農用地、農業用施設

54

108,170

３．最終評価

廃止・休止又は統合等を検討

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

廃止・休止又は統合

上段：目標値　下段：実績値

112,314

予算科目

開始年度

事務事業の概要

改善して継続

単位

（２）指標の推移

-

A

29年度(決算)

109,297

活動実績

（３）活動実績及び成果

交付総金額

54

担当課名

□

126,834

対象（誰、何を）

-

目

組織

2年度

30年度(決算)

農村環境の維持等に不可欠であり、今後組織機能の強化を図っていく。

令和3年度

28年度

款

農業振興費

□

２．事業の実績

2年度(決算)

交付金による事業を実施し、多面的機能の発揮に寄与することができた。

（理由）

農林水産業費

重点プロジェクト

多面的機能支払交付金実施要綱

54

項

活動組織数

会計

□

その他

成果
指標

112,894

29年度

55

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

115,513

31年度(決算)

115,513 126,834 111,815 112,485 30,348

85,647

農林土木係担当係名



事務事業 事後評価シート（令和2年度実施事業）

事務事業名 土地改良事業補助金
事業通番 5229

総合計画体系
政策№

施策№

4

4-1

政策名

施策名

元気と賑わいのある産業づくり

農業の振興

3,822 3,689

区分

（１）事業費等の推移

平成18年度

農業費

件

事業費(千円)

0

-

1,867,760

31年度

3,822,300
地方債

県支出金

-

4

産業振興課

【成果指標】

継続

30年度

意図
(対象がどのような状
態になることを目指す

か)

B

□

7

0

土地改良区等が実施する土地改良事業に対し、国及び県の補助金がある場合は補助残の５分の２以内、町単独の場合は２分の
１以内、実施のための調査設計のうち県からの補助金を除いた額の３分の２以内で町が補助する。

土地改良事業を行う２つの団体に対し総額4,897,000円の補助金を交付した。

A

【事業実施の方向性】

【今後の改善方針】

4,000,000

現状維持

6,780,000

4,897

必要な土地改良事業を円滑に実施できる

終了年度

老朽施設等の改修及び整備を行う

B

一般会計

28年度(決算)

国県補助事業を積極的に活用し、町負担の軽減を図る。

土地改良施設

4,000,000

4

３．最終評価

廃止・休止又は統合等を検討

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

廃止・休止又は統合

上段：目標値　下段：実績値

0

予算科目

開始年度

事務事業の概要

改善して継続

単位

（２）指標の推移

-

A

29年度(決算)

4

活動実績

（３）活動実績及び成果

件数

3,688,800

担当課名

□

6,780

対象（誰、何を）

2

目

円

2年度

30年度(決算)

増加傾向にある老朽化施設を計画的に改修することにより、農業の振興に資するため。

--

28年度

款

農地費

■

２．事業の実績

2年度(決算)

補助金を活用し事業を行うことで、土地改良事業の円滑化が図られた。

（理由）

農林水産業費

重点プロジェクト

会津美里町土地改良事業補助金交付要綱

3,823,000

項

交付決定額

会計

□

その他

成果
指標

5

29年度

4,897,000

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

1,868

31年度(決算)

1,868 6,780 3,822 3,689 4,897

農林土木係担当係名



事務事業 事後評価シート（令和2年度実施事業）

事務事業名 農業用施設改修工事等事業
事業通番 5234

総合計画体系
政策№

施策№

4

4-1

政策名

施策名

元気と賑わいのある産業づくり

農業の振興

821 486

区分

（１）事業費等の推移

平成17年度

農業費

件

事業費(千円)

0

-

0

31年度

821
地方債

県支出金

0

1

産業振興課

【成果指標】

継続

30年度

意図
(対象がどのような状
態になることを目指す

か)

B

□

1

0

施設の改修及び補助対象外の災害復旧に係る工事費について、地区の負担軽減のため補助金を交付する。

農業用施設の改修工事を行う１地区の管理者に対し、495,000円の補助金を交付した。

A

【事業実施の方向性】

【今後の改善方針】

650

現状維持

162

495

必要な工事等の費用負担を軽減できる

終了年度

農業用施設管理者が施工する施設の改修等の工事費について、地区の負担を軽減する。

B

一般会計

28年度(決算)

地区や町負担軽減のため、国県補助事業を積極的に活用する。

農業用施設管理者（地区）

314

2

３．最終評価

廃止・休止又は統合等を検討

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

廃止・休止又は統合

上段：目標値　下段：実績値

0

予算科目

開始年度

事務事業の概要

改善して継続

単位

（２）指標の推移

-

A

29年度(決算)

3

活動実績

（３）活動実績及び成果

実施数

486

担当課名

□

162

対象（誰、何を）

0

目

千円

2年度

30年度(決算)

補助事業の活用はもちろんのこと後年度負担が極力生じない工法も検討する。

--

28年度

款

農地費

■

２．事業の実績

2年度(決算)

補助金を活用し事業を行うことで、農業用水の通水不良箇所が改善された。

（理由）

農林水産業費

重点プロジェクト

会津美里町農業用施設改修工事等事業補助金交付要綱

1,025

項

申請額

会計

□

その他

成果
指標

1

29年度

495

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

0

31年度(決算)

0 162 821 486 495

農林土木係担当係名



事務事業 事後評価シート（令和2年度実施事業）

事務事業名 農業委員会運営事務
事業通番 5773

総合計画体系
政策№

施策№

4

4-1

政策名

施策名

元気と賑わいのある産業づくり

農業の振興

5,893 5,657

区分

（１）事業費等の推移

平成17年度

農業費

％

事業費(千円)

80

-

80

31年度

72
地方債

県支出金

100

100

農業委員会

【成果指標】

継続

30年度

意図
(対象がどのような状
態になることを目指す

か)

B

■

100

38

農業委員会の運営業務を円滑に進める
・農地法や農業経営基盤強化促進法などの法律により農業委員会の専属的権限に属する所掌事務
・農業委員会の専属的権限に属しない、農地等の利用の最適化の推進（農地利用の集積・集約化、遊休農地の発生防止・解
消、新規参入の促進）
・関係行政機関等に対する農業委員会の意見の提出

農地の権利移動や賃貸借、その他の法定事項について適切に事務処理を行った。
農業委員会へ提出された申請・届出については、全件について審査した上で処理をし、定例総会に議案もしくは報告として上
程した。

A

【事業実施の方向性】

【今後の改善方針】

80

拡充

77

5,996

権利移動がなされた土地が、農地又は転用地として適正に利用される

終了年度

適正な審議、権利移動がなされる

B

一般会計

28年度(決算)

予算執行を効率化するために農業委員視察研修事業と統合して改善を図り継続する。

農地の権利移動、農地の転用申請等の受理

100

100

３．最終評価

廃止・休止又は統合等を検討

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

廃止・休止又は統合

上段：目標値　下段：実績値

100

予算科目

開始年度

事務事業の概要

改善して継続

単位

（２）指標の推移

-

A

29年度(決算)

100

活動実績

（３）活動実績及び成果

適正処理された申請書（議案）の割合

78

担当課名

□

6,005

対象（誰、何を）

100

目

件

2年度

30年度(決算)

農業委員視察研修事業と統合（拡充）して継続をする。

--

28年度

款

農業委員会費

□

２．事業の実績

2年度(決算)

本年度12回開催した定例総会においては、議案等が全件許可され、農地法、農業基盤強化促進法等の関係法令の主旨を遵守し
適切に処理することができた。

（理由）

農林水産業費

重点プロジェクト

農地法、農業委員会等に関する法律、会津美里町農業委員会規則、会津美里町農業委員会会議規則

80

項

提出された申請書（議案）の件数

会計

□

その他

成果
指標

100

29年度

98

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

5,078

31年度(決算)

5,078 6,005 5,893 5,657 5,996

総務係担当係名



事務事業 事後評価シート（令和2年度実施事業）

事務事業名 新規就農者支援事業補助金交付事業
事業通番 5776

総合計画体系
政策№

施策№

4

4-1

政策名

施策名

元気と賑わいのある産業づくり

農業の振興

16,844 18,945

区分

（１）事業費等の推移

平成23年度

農業費

-

事業費(千円)

23

-

9

31年度

20
地方債

県支出金

-

-

産業振興課

【成果指標】

継続

30年度

意図
(対象がどのような状
態になることを目指す

か)

B

□

-

-

就農時の資材経費や技術習得に係る経費に対し補助金を交付し、就農を支援する。

・新規就農者育成奨励金事業：認定新規就農者（23名）に対し、総額9,150,000円の補助金を交付した。
・農業次世代人材投資事業：認定新規就農者（8名）に対し、総額11,735,461円の補助金を交付した。
・農業担い手支援事業：退職後就農者（2名）に対し、1,000,000円の補助金を交付した。

A

【事業実施の方向性】

【今後の改善方針】

21

拡充

18

21,885

後継者不足を解決し、新規に就農しやすい環境づくりをすすめることで、農業の安定経営につながる。

終了年度

就農時の経営安定を図り継続的に営農する。

B

一般会計

28年度(決算)

新規就農者との面談等により必要な支援策を的確に把握することで支援に繋げる。

新規就農者

17

-

３．最終評価

廃止・休止又は統合等を検討

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

廃止・休止又は統合

上段：目標値　下段：実績値

-

予算科目

開始年度

事務事業の概要

改善して継続

単位

（２）指標の推移

-

A

29年度(決算)

-

活動実績

（３）活動実績及び成果

-

22

担当課名

□

20,825

対象（誰、何を）

-

目

人

2年度

30年度(決算)

町の基幹産業である農業の新たな担い手の確保と育成を図ることで本町農業の安定化を目指す。

--

28年度

款

農業振興費

■

２．事業の実績

該当

2年度(決算)

補助金交付により新規に就農しやすい環境づくりが進み、農業の安定経営が図られた。

（理由）

農林水産業費

重点プロジェクト

会津美里町農業担い手支援事業補助金交付要綱
会津美里町新規就農者育成奨励金事業補助金交付要綱

19

項

新規就農者育成奨励金等を交付した人数

会計

□

その他

成果
指標

-

29年度

33

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

9,500

31年度(決算)

4,500

5,000 9,450

11,375

6,600

10,244 10,595

8,350 10,150

11,735

農政係担当係名



事務事業 事後評価シート（令和2年度実施事業）

事務事業名 がんばる農業応援事業
事業通番 5779

総合計画体系
政策№

施策№

4

4-1

政策名

施策名

元気と賑わいのある産業づくり

農業の振興

9,445 9,025

区分

（１）事業費等の推移

平成21年度

農業費

-

事業費(千円)

639

-

1,695

31年度

601
地方債

県支出金

-

-

産業振興課

【成果指標】

継続

30年度

意図
(対象がどのような状
態になることを目指す

か)

B

□

-

-

農地の有効活用を促進し、土地利用型作物や園芸作物等の導入を積極的に支援することにより、複合経営による安定的な農業
経営体の育成を図る。

水田を利用し土地利用型作物や園芸作物等を導入した農業者へ、7,753,570円の補助金を交付した。

A

【事業実施の方向性】

【今後の改善方針】

639

現状維持

1,538

7,754

積極的に支援することにより、複合経営による安定的な農業経営体の育成につながる。
平成29年度まで、成果指標Ａ「地域間調整助成補助金申請件数」

終了年度

農業経営を安定させ、所得を向上させる。

B

一般会計

28年度(決算)

農地の有効活用や土地利用型作物・園芸作物等の導入を促進することで安定した農業経営を支援する。

農業者

1,620

-

３．最終評価

廃止・休止又は統合等を検討

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

廃止・休止又は統合

上段：目標値　下段：実績値

-

予算科目

開始年度

事務事業の概要

改善して継続

単位

（２）指標の推移

-

A

29年度(決算)

-

活動実績

（３）活動実績及び成果

-

595

担当課名

□

18,276

対象（誰、何を）

-

目

ha

2年度

30年度(決算)

農地の有効活用や土地利用型作物・園芸作物等の導入を促進することで安定した農業経営を支援する。

令和2年度

28年度

款

農業振興費

■

２．事業の実績

2年度(決算)

農地を有効活用し、土地利用型作物や園芸作物等を導入することで、複合経営による安定的な農業経営が図られた。

（理由）

農林水産業費

重点プロジェクト

会津美里町がんばる農業応援事業補助金交付要領

639

項

対象作物の導入面積

会計

□

その他

成果
指標

-

29年度

586

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

21,940

31年度(決算)

21,940 18,276 9,445 9,025 7,754

農政係担当係名



事務事業 事後評価シート（令和2年度実施事業）

事務事業名 六次産業化支援事業
事業通番 14609

総合計画体系
政策№

施策№

4

4-1

政策名

施策名

元気と賑わいのある産業づくり

農業の振興

664 713

区分

（１）事業費等の推移

令和2年度

農業費

回

事業費(千円)

3

-

1

31年度

1
地方債

県支出金

2

5

産業振興課

【成果指標】

継続

30年度

意図
(対象がどのような状
態になることを目指す

か)

B

□

5

2

農業の六次産業化を推進するため、農産物の加工に取り組もうとする農業者の機器購入や、マルシェ等へ積極参加する農業者
へ支援を行う。また、地産地消を推進するための軽トラ市や町特産物の販売促進を行う。

農産物の加工に取り組む4人に対し、六次産業化支援事業補助金2,010,350円を交付した。
マルシェを実施した農業者1団体に対し、六次産業化支援事業補助金100,000円を交付した。

A

【事業実施の方向性】

【今後の改善方針】

2

拡充

1

4,386

制度を活用して六次産業化を図り、農業の安定経営を図る。

終了年度

アドバイザー派遣事業、軽トラ市事業、六次産業化支援事業補助金事業活用により六次産業化が進む。

B

一般会計

28年度(決算)

アンテナブースの新規開拓やインターネットを活用した販促などをコロナ禍にあった販売方法を検討する。

六次産業化に取り組む農業者

2

2

３．最終評価

廃止・休止又は統合等を検討

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

廃止・休止又は統合

上段：目標値　下段：実績値

12

予算科目

開始年度

事務事業の概要

改善して継続

単位

（２）指標の推移

-

A

29年度(決算)

4

活動実績

（３）活動実績及び成果

マルシェの開催回数

0

担当課名

□

648

対象（誰、何を）

4

目

人（組織）

2年度

30年度(決算)

六次産業化に取り組む農業者を支援することで本町農産物の付加価値向上や販路拡大を目指す。

令和7年度

28年度

款

農業振興費

■

２．事業の実績

該当

2年度(決算)

事業を実施することで加工機器が整備され、新たな農産物の加工が可能となった。
新型コロナウィルス感染症の影響により首都圏でのマルシェ開催回数は１回となってしまったが、開催したことで町の農産物
を首都圏の方に知っていただくことができPRすることができた。

（理由）

農林水産業費

重点プロジェクト

会津美里町補助金等の交付等に関する規則、会津美里町六次産業化支援事業補助金交付要綱

2

項

六次産業化支援事業補助金を活用した人数（組織）

会計

□

その他

成果
指標

1

29年度

5

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

695

31年度(決算)

695 648 664 713 4,386

農政係担当係名



事務事業 事後評価シート（令和2年度実施事業）

事務事業名 農業生産力強化支援事業
事業通番 16076

総合計画体系
政策№

施策№

4

4-1

政策名

施策名

元気と賑わいのある産業づくり

農業の振興

区分

（１）事業費等の推移

令和2年度

農業費

-

事業費(千円)

18

-

-

31年度

-
地方債

県支出金

-

-

産業振興課

【成果指標】

継続

30年度

意図
(対象がどのような状
態になることを目指す

か)

B

□

-

-

農業者が農業生産力の向上を図るために行う取り組みに対し支援する。

水稲生産省力化支援として３件3,461,138円を交付した。
園芸作物種苗購入補助として３件117,797円を交付した。
園芸施設・潅水、機器購入補助として４件1,157,845円を交付した。
農業研修補助３件66,900円を交付した。

A

【事業実施の方向性】

【今後の改善方針】

-

拡充

-

4,804

事業を活用して設備の導入や研修等へ参加することで、農業生産力の向上を図る。

終了年度

農業生産力が向上する。

B

一般会計

28年度(決算)

新技術を導入することで低コスト化を図り、安定した農業経営を支援する。

農業者

-

-

３．最終評価

廃止・休止又は統合等を検討

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

廃止・休止又は統合

上段：目標値　下段：実績値

-

予算科目

開始年度

事務事業の概要

改善して継続

単位

（２）指標の推移

-

A

29年度(決算)

-

活動実績

（３）活動実績及び成果

-

-

担当課名

□

対象（誰、何を）

-

目

人（組織）

2年度

30年度(決算)

生産コストの省力化を図り、安定的な収量を確保し農業経営の安定化を目指す。

令和7年度

28年度

款

農業振興費

■

２．事業の実績

該当

2年度(決算)

直播や疎植栽培など対応機器や、ドローンを導入することにより作業時間と作業労力の省力化が図られた。
園芸作物の種苗を購入し、新規作付けや規模拡大が図られた。
園芸作物の栽培に必要な農業機械や資材を導入し、安定的な収量の確保や農作業の省力化が図られた。
ドローンによる農薬散布技術習得を受けるなどし、技術向上が図られた。

（理由）

農林水産業費

重点プロジェクト

会津美里町農業生産力強化支援事業補助金交付要綱

-

項

補助事業を活用する人数（組織）

会計

□

その他

成果
指標

-

29年度

13

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

31年度(決算)

4,804

農政係担当係名


